
令和７年度東京都における介護人材対策の取組について
事業体系図（概要）

定着 育成確保

拡 :拡充 新 :新規

■現任介護職員資格取得支援事業

資質の向上

■代替職員の確保による現任介護職
員等の研修支援事業

■介護職員スキルアップ研修事業

■介護職員等によるたんの吸引等の
ための研修事業

区市町村の取組支援

■東京都区市町村介護人材対策事業 ■高齢包括補助事業 ・介護職員宿舎借り上げ支援事業

・外国人介護従事者等に対する日本語学習支援事業

■介護職員初任者研修取得支援事業

～学生、主婦、元気高齢者及び離職者等向け～

多様な人材の参入促進

～未経験者向け～

■かいごチャレンジ職場体験事業

■介護職員奨学金返済・育成支援事業

～未経験者向け～

育成・定着含

職場環境の改善

■介護職員処遇改善加算等取得促進支援
事業

■介護現場改革促進事業
・デジタル機器導入支援
・次世代介護機器導入支援
・人材育成支援 ・組織・人材ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ支援

■介護現場におけるハラスメント対策強化
事業

確保含

■介護現場のDX・タスクシェア促進事業
■介護職員就業促進事業

■地域を支える「訪問介護」応援事業
・採用経費補助
・電動アシスト自転車購入経費補助

住宅費の負担軽減

■介護職員の宿舎施設整備支援事業■東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業

■介護職員・介護支援専門員居住支援特別手当事業

～イメージアップ～

■介護現場のイメージアップ戦略事業
～介護WITHプロジェクト～

新

新

■介護DX推進人材育成支援事業

拡

拡

拡

その他：■人材活用に向けた介護事業所の協働促進事業 ■訪問介護事業者におけるＥＶ車・ＥＶバイク導入支援事業 新

■訪問系介護サービス暑さ対策緊急支援
事業

■地域におけるケアプランデータ連携
システム活用促進事業 新

資料５



令和７年度東京都における介護人材対策の取組について事業体系図（概要）
拡 :拡充 新 :新規

■ 外国人介護従事者受入れ環境整備事業 ■ 経済連携協定に基づく外国人介護福祉士候補者受入れ支援事業

■ 外国人技能実習制度に基づく外国人介護実習生の受入れ支援事業

外国人材の受入れ環境整備

ケアマネジメントの質の向上

より幅広い層への働きかけ
さらなる職場環境改善

（介護現場の生産性向上）
外国人従事者の積極的な受入れ

【再掲】2040年に向けたさらなる取組

確保・定着 資質の向上

■居宅介護支援事業所事務職員雇用支援事業

■居宅介護支援事業所管理者向けマネジメント支援研修事業
■介護職員・介護支援専門員居住支援特別手当事業（再掲）

新

■介護支援専門員研修事業
・受講料補助

確保・定着含

確保・定着含

■ 介護施設等による留学生受入れ支援事業

■ 特定技能制度に基づく外国人介護従事者の受入れ支援事業

■ 外国人介護従事者活躍支援事業

・海外への魅力発信・マッチング促進

・関係団体との連携体制構築

・受入れ調整機関活用経費補助

■かいごチャレンジ職場体験事業

■介護現場のイメージアップ戦略事業
～介護WITHプロジェクト～

■地域を支える「訪問介護」応援事業

■介護現場改革促進事業
・デジタル機器導入支援
・次世代介護機器導入支援
・人材育成支援 ・組織・人材ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ支援
・介護現場革新会議

■介護DX推進人材育成支援事業

■介護現場のDX・タスクシェア促進事業

■ 外国人介護従事者受入れ環境整備事業

■ 外国人介護従事者活躍支援事業
・海外への魅力発信・マッチング促進

・関係団体との連携体制構築

・受入れ調整機関活用経費補助

■ 特定技能制度に基づく外国人介護
 従事者の受入れ支援事業 他

■介護支援専門員再就業等支援事業

■地域におけるケアプランデータ連携システム活用促進事業
（再掲）

新



Ⅰ 職場環境整備

・ソフトウェア、タブレット端末、スマートフォン等のハードウェア、
Wi-Fi ルーター等Wi-Fi環境を整備するために必要なネットワーク
機器等の購入等 に係る経費の補助

・システムの選定・活用に関するコンサルティング等経費の補助

Ⅱ 組織・人材マネジメント

・移乗介護、移動支援、見守り・コミュニケーション等の機器の購入、
見守り支援機器導入に伴う通信環境整備等に係る経費の補助

・人材育成の仕組みづくりに係るコンサル経費、研修受講経費等
人材育成に関する経費に対する補助

令和7年度介護現場改革促進事業について

機器導入や人材育成のための仕組みづくりといった環境整備に対する
費用負担が重いこと

生産性向上に取り組むための組織体制が不十分であること

介護事業所における生産性向上の取組に向けた課題

１ デジタル機器導入促進支援事業

２ 次世代介護機器導入促進支援事業

３ 人材育成促進支援事業

４ 組織・人材マネジメント支援事業

・国のガイドラインを活用した生産性向上セミナー

・デジタル機器及び次世代介護機器の導入前後セミナー

・人材育成の必要性、仕組みづくり等ノウハウを提供するセミナー等      

2つの施策

・専門家による生産性向上の取組に向けた個別支援

介護ニーズの増加が見込まれる中、質の高い介護サービスを提供できるよう、生産性向上に取り組む介護事業者を支援

・対象拡充（居宅系事業所）
・重点分野の改定に伴う対象
機器拡充

・専門家によるデジタル機器・次世代介護機器の導入・効果的
な活用に関する個別支援

・試用機器の貸出し

・次世代介護機器を活用し、生産性向上に取り組む施設（アドバ
ンスト施設）を育成するためのセミナー

・アドバンスト施設を活用した見学会、機器展示スペースの設置
及び専門家による相談窓口の設置

福祉保健財団に生産性向上に関するワンストップ窓口
（介護職場サポートセンターTOKYO）を設置

・人材確保、経営、機器開発等に関する相談を受け、関係機関に
つなぐ窓口の設置

・人材育成の仕組み作りに関する専門家の相談窓口の設置                     

介護現場革新会議
・介護現場の生産性向上や人材確保を推進する観点から、介護現場の課題の
対応方針や介護生産性向上総合相談センターの運営方針等について協議

都が直接開催

・対象拡充（施設系事業所）
・補助上限額の変更
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